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(別紙様式2-1(実施要項第4条関係))
<案件名 >行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例 (素案)

区  分 容内

① 政策等の趣旨 社会保障・税番号制度は、複数の機関に存在す

る個人の情報を同一人の情報であるとい うこと

の確認を行 うための基盤であり、社会保障・税

制度の効率性・透明性を高め、市民にとつて利

便性の高い公平・公正な社会を実現するための

社会基盤 (イ ンフラ)である。
②  〃  目的 市内部での個人番号の利用、特定個人情報 (個人

番号を含む個人情報)の照会・提供により、市民

が行 う各種手続の際の添付書類の省略等を図

り、市民の負担を軽減するとともに、行政事務

の効率性、正確性の向上を図る。

立案の経緯③ 平成 25年 5月 に 「行政手続における特定の個
人 を識別す るための番号の利用等に関す る法

律」 (以下 「番号法」 とい う。 )力 公`布 され、
マイナンバー制度の導入が決定された。番号法

では、地方公共団体内の同一執行機関での個人

番号の利用、他の執行機関への特定個人情報の

提供については、条例を制定することとなって

いる。

④ 立案する際に整理した

考え方及び論点
番号法において、個人番号を利用できる事務、

照会 0提供できる特定個人情報は社会保障分
野、税分野、災害対策分野に限定 されてお り、

市内部での個人番号の利用、特定個人情報の照

会・提供についても、番号法に則 り対象事務、

特定個人情報の整理を行つている。

⑤ 理解するための資料
ア 根拠法令 番号法

イ 上位計画等の概要

ウ 施策等の実施により

予想 される影響の程

度及び範囲
工 その他、必要な資料 資料 1 情報連携 と条例の制定について

資料 2 条例の構成
⑥ 意見提出の注意事項

⑦取扱い等結果の公表予

定日
平成 27年 8月 下旬
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情報連携と条例の制定について

1.情報の

(1)情報連携は庁外を想定 (平成 29年 7月 開始予定)
番号法において、異なる機関で保有している特定個人情報を、照会・

提供することができる。

情報連携できる特定個人情報は、主務省令に定められている。

○市⇔国の機関、市⇔県の機関、市⇔他市町村

例 市民税の減免に関する事務  … 生活保護に関する情報
生活保護の実施に関する事務 … 市民税に関する情報

(2)庁内における情報連携には条例が必要
①番号法第9条第2項の規定により、条例で定める事務は個人番号の

利用が可能

②番号法第 19条第9号の規定により条例を定めれば、市長部局⇔教
育委員会の情報連携が可能

2.庁内連携の種

(1)条例案第4条第 3項の規定
番号法において庁外との情報連携を想定しているものについて庁内連

携が可能 (上記 1の (1)の場合)

(2)条例案第4条第 2項の別表第 2の規定
前記 (1)以外の情報を規定
例 市民税の賦課及び減免 … 介護保険に関する情報

(3)条例案第 5条第 1項の別表第 3の規定
市長部局と教員委員会の情報連携が可能 (上記 1の (2)の②の場
合)
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条  項 容内

第 1条 (趣旨) 番号法に基づ く必要事項の定め

第 2条 (定義 ) ○個人情報

個人情報保護法等の規定に基づく個人情報

○個人情報ファイル

個人情報の集合体

○個人番号

番号法に定める個人番号

○特定個人情報

個人番号をその内容に含む個人情報

○特定個人情報ファイル

個人番号をその内容に含む個人時用法ファイル

第 3条 (市の責務) 特定個人情報の取扱い、個人番号を利用する施策の

実施

第 4条 (個人番号の利用に係
る事務 )

第 1項

別表第 2、 別表第 3に規定する特定個人情報を扱 う
事務

第 4条第 2項
別表第 1

市長部局内で利用する特定個人情報 (第 4条第 3項
を除く)

第 4条第 3項
別表第 2

番号法別表第 2に定める特定個人情報を市長部局
内、教育委員会内で利用することを可能とする

第4条第 4項 添付書類省略を可能とする

第 5条 (特定個人情報の提供 )
第 1項

別表第 3

市長部局から教育委員会に特定個人情報を提供する

ことを可能とする

第 6条 (規則への委任) 利用事務、特定個人情報の詳細を規則において定め

る

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 (案)の構成
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行 政 手 続 に お け る特 定 の 個 人 を識 別 す る た め の番 号 の利 用 等 に

関 す る法 律 に基 づ く個 人 番 号 の利 用 及 び 特 定 個 人 情 報 の 提 供 に

関 す る条 例 (素 案 )

(趣 旨 )

第 1条  この 条 例 は 、 行 政 手 続 に お け る特 定 の 個 人 を識 別 す るた め

の番 号 の利 用 等 に 関す る法 律 (平 成 25年 法 律 第 27号 。 以 下       '
「法 」 とい う。 )第 9条 第 2項 に 基 づ く個 人 番 号 の利 用 及 び 法 第    ,
19条 第 9号 に 基 づ く特 定 個 人 情 報 の提 供 に 関 し必 要 な 事 項 を 定

め る もの とす る。

(定 義 )

第 2条  この 条 例 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る用 語 の 意 義 は 、 当該   
⌒

各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る。

(1)個 人 情 報  法 第 2条 第 3項 に規 定 す る個 人 情 報 を い う。

(2)個 人 情 報 フ ァイ ル  法 第 2条 第 4項 に規 定 す る個 人 情 報 フ

ァイ ル を い う。

(3)個 人 番 号  法 第 2条 第 5項 に規 定 す る個 人 番 号 を い う。

(4)特 定 個 人 情 報  法 第 2条 第 8項 に規 定 す る特 定 個 人 情 報 を

い う 。

(5)特 定 個 人 情 報 フ ァイ ル  法 第 2条 第 9項 に規 定 す る特 定 個

人 情 報 フ ァイ ル を い う。

(市 の 責 務 )

第 3条  市 は 、 個 人 番 号 の 利 用 及 び 特 定 個 人 情 報 の 提 供 に 関 し、 そ  ⌒

の 適 正 な 取 扱 い を確 保 す るた め に 必 要 な措 置 を講 ず る と と もに 、

個 人 番 号 の 提 供 に 関 し、 国 との 連 携 を 図 りな が ら、 自主 的 か つ 主

体 的 に 、 地 域 の 特 性 に応 じた 施 策 を実 施 す る もの とす る。

(個 人 番 号 の利 用 に係 る事 務 )                   
‐

第 4条  法 第 9条 第 2項 の 条 例 で 定 め る事 務 は 、 別 表 第 1の とお り

と し、 同表 の 上 欄 に掲 げ る機 関 は 、 同表 の 下欄 に 掲 げ る事 務 の 処

理 に 関 して保 有 す る特 定 個 人 情 報 フ ァイ ル に お い て 個 人 情 報 を効

率 的 に検 索 し、 及 び 管 理 す る た め に必 要 な 限 度 で 個 人 番 号 を利 用

す る こ とが で き る。

2 別 表 第 2の 上 欄 に掲 げ る機 関 は 、 同表 の 中欄 に 掲 げ る事 務 を処

-4-



理 す る た め に必 要 な 限 度 で 、 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る特 定 個 人 情 報 で

あ つ て 当該 機 関 が 保 有 す る もの を利 用 す る こ とが で き る。

た だ し、 法 の 規 定 に よ り、 情 報 提 供 ネ ッ トワー ク シ ス テ ム を使

用 して 他 の 個 人 番 号 利 用 事 務 実 施 者 か ら当該 特 定 個 人 情 報 の提 供

を受 け る場 合 は 、 この 限 りで は な い 。

市 長 又 は 教 育 委 員 会 は 、 法 別 表 第 2の 第 2欄 に 掲 げ る事 務 を処

理 す る た め に 必 要 な 限 度 で 同表 の 第 4欄 に 掲 げ る特 定 個 人 情 報 で

あ っ て 自 らが 保 有 す る もの を利 用 す る こ とが で き る。 た だ し、 法

の 規 定 に よ り、 情 報 提 供 ネ ッ トワー ク シ ス テ ム を使 用 して 他 の 個

人 番 号 利 用 事 務 実 施 者 か ら当該 特 定 個 人 情 報 の 提 供 を受 け る場 合

は 、 この 限 りで は な い 。

前 2項 の 規 定 に よ る 特 定 個 人 情 報 の 利 用 が で き る場 合 に お い て

他 の 条 例 、 規 則 そ の 他 の規 程 の 規 定 に よ り当該 特 定 個 人 情 報 と同

一 の 内容 の 情 報 を含 む 書 面 の 提 供 が 義 務 付 け られ て い る と き は 、

当該 書 面 の提 出 が あ つ た も の とみ な す 。

(特 定個人情報 の提供 )

第 5条  法第 19条 第 9号 の条例 で定 める特定個人情報 を提供す る
こ とがで きる場合 は、別表第 3の 第 1欄 に掲 げ る機 関が、同表 の

第 3欄 に掲 げ る機 関に対 し、同表 の第 2欄 に掲 げ る事務 を処理す

るために必要 な同表 の第 4欄 に掲 げる特定個人情報 の提供 を求 め

た場合 において、同表 の第 3欄 に掲 げ る機 関が当該特定個人情報

を提供す る とき とす る。

2 前項 の規定に よる特定個人情報 の提供 があつた場合 において、
他 の条例 、規則 その他 の規程 の規定 に よ り当該特定個人情報 と同

一の内容 の情報 を含む書面の提供 が義務付 け られ てい る ときは、

当該書面の提 出があつた もの とみ なす。

(規 則 へ の委任 )

第 6条  この条例 の施行 に関 し必要 な事項 は、規則 で定め る。

附則

この条例 は、法附則第 1条 第 4号 に掲 げ る規 定の施行 の 日か ら施

行 す る。
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別 表 第 1(第 4条 第 1項 関係 )

機  関 務事

1 市 長 市税 の賦課徴収 に関す る事務 であって規則 で定 め

るもの

2 市 長
災 害 対 策 基 本 法 (昭 和 36年 法 律 第 223号 )に
よ る被 災 者 台 帳 の 作 成 に 関 す る事 務 で あ っ て 規 則

で 定 め る もの

3 市 長
高 齢 者 の 医 療 の確 保 に 関す る法 律 に よ る後 期 高 齢

者 医 療 給 付 の 支 給 又 は保 険 料 の 徴 収 に 関す る事 務

で あ っ て 規 則 で 定 め る もの

4 市 長
国 民 健 康 保 険 法 (昭 和 33年 法 律 第 192号 )に
よ る保 険 給 付 の 支 給 又 は保 険 料 の 徴 収 に 関 す る事

務 で あ っ て 規 則 で 定 め る もの

5 市 長
老 人 福 祉 法 (昭 和 38年 法 律 第 133号 )に よ る
福 祉 の措 置 又 は 費 用 の 徴 収 に 関 す る事 務 で あ つ て

規 則 で 定 め る もの

6 市 長 障 害 福 祉 サ ー ビス の 提 供 に 関 す る事 務 で あ つ て 規

則 で 定 め る もの

7 市 長
精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関す る法 律 に よ る

精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 の 交 付 に 関 す る事 務 で あ

っ て 規 則 で 定 め る も の

8 市 長

生 活 保 護 法 (昭 和 25年 法 律 第 144号 )に よ る
保 護 の 決 定 及 び 実 施 、 就 労 自立 給 付 金 の 支 給 、 保

護 に 要 す る費 用 の 返 還 又 は 徴 収 金 の 徴 収 に 関 す る

事 務 で あ っ て 規 則 で 定 め る もの

9 市 長

知 的 障 害 者 福 祉 法 (昭 和 35年 法 律 第 37号 )に
よ る障 害 福 祉 サ ー ビス 、 障 害 者 支 援 施 設 等 へ の 入

所 等 の 措 置 又 は費 用 の 徴 収 に 関 す る事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る もの

10 市 長

特 別 児 童 扶 養 手 当 等 の 支 給 に 関 す る法 律 に よ る障

害 児 福 祉 手 当若 し くは 特 別 障 害 者 手 当又 は 国 民 年

金 法 等 の 一 部 を改 正 す る法 律 (昭 和 60年 法 律 第
34号 。 以 下 「昭 和 60年 法 律 第 34号 」 とい
う。 )附 則 第 97条 第 1項 の福 祉 手 当 の 支 給 に 関
す る事 務 で あ っ て 規 則 で 定 め る もの

11 市 長

障 害 者 の 日常 生 活 及 び 社 会 生 活 を総 合 的 に支 援 す

る た め の 法 律 (平 成 17年 法 律 第 123号 )に よ
る 自立 支 援 給 付 の 支 給 又 は 地 域 生 活 支 援 事 業 の 実

施 に 関 す る事 務 で あ っ て規 則 で 定 め る もの

12 市 長
母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 (昭 和 39年 法 律
第 129号 )に よ る資 金 の 貸 付 け に 関 す る事 務 で
あ っ て 規 則 で 定 め る もの

⌒

ヘ
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13 市 長
公営住宅法 に よる公 営住宅 (同 法第 2条 第 2号 に
規定す る公 営住宅 をい う。以下 同 じ。 )の 管理 に
関す る事務 であって規則 で定め るもの

14 市 長
予 防 接 種 法 (昭 和 23年 法 律 第 68号 )に よ る予
防 接 種 の 実 施 、 給 付 の 支 給 又 は 実 費 の 徴 収 に 関 す

る事 務 で あ つ て 規 則 で 定 め る も の

15 市 長

母子保健法 (昭 和 40年 法律第 141号 )に よる
保健指導、新生児 の訪 問指導 、健康診査、妊娠 の

届 出、母子健康手帳の交付 、妊産婦 の訪 問指導、

低体重児 の届 出、未熟児 の訪 問指導 、養育医療 の

給付若 しくは養育 医療 に要す る費用 の支給又 は費

用 の徴収 に関す る事務 であって規則 で定 めるもの

16 市 長
健 康 増 進 法 (平 成 14年 法 律 第 103号 )に よ る
健 康 増 進 事 業 の 実 施 に 関す る事 務 で あ っ て規 則 で

定 め る も の

17 教育
委員会

保育所 にお ける保 育 の実施若 しくは措置又 は費用
の徴収 に関す る事務 であって規則 で定めるもの

別 表 第 2(第 4条 第 2項 関係 )

機  関 事 務 特 定 個 人 情 報

1 市 長

市 税 の賦 課 徴

収 に 関 す る事

務 で あ つ て 規

則 で 定 め る も

の

市 税 条 例 の 規 定 に よ り算 定 した 税

額 若 し くは そ の 算 定 の 基 礎 とな る

事 項 に 関 す る情 報 (以 下 「市 税 関

係 情 報 」 とい う。 )、 生 活 保 護 法

に よ る保 護 の 実 施 若 し くは 就 労 自

立 給 付 金 の 支 給 に 関 す る情 報 (以

下 「生 活 保 護 関係 情 報 」 とい

う。 )、 介 護 保 険 法 に よ る保 険 給

付 の 支 給 、 地 域 支 援 事 業 の 実 施 若

し くは保 険 料 の 徴 収 に 関す る情 報

(以 下 「介 護 保 険 給 付 等 関係 情

報 」 とい う。 )で あ つ て規 則 で 定
め る もの

2 市 長

災 害 対 策 基 本

法 に よ る被 災

者 台 帳 の 作 成

に 関 す る事 務

で あ つ て 規 則

で 定 め る も の

児 童 手 当法 に よ る児 童 手 当若 し く

は 特 例 給 付 の 支 給 に 関 す る情 報

(以 下 「児 童 手 当 関係 情 報 」 とい

う。 )、 高 齢 者 の 医 療 の確 保 に 関

す る法 律 に よ る後 期 高 齢 者 医療 給

付 の 支 給 又 は保 険 料 の 徴 収 に 関 す

る情 報 (以 下 、 高 齢 者 医療 保 険 給

付 関係 情 報 とい う。 )で あ つ て 規
則 で 定 め る もの
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3 市 長

高 齢 者 の 医 療

の 確 保 に 関 す

る法 律 に よ る

後 期 高 齢 者 医

療 給 付 の 支 給

又 は保 険 料 の

徴 収 に 関 す る

事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る

もの

市 税 関係 情 報 、 介 護 保 険 給 付 等 関

係 情 報 、 生 活 保 護 関係 情 報 で あ つ

て 規 則 で 定 め る もの

4 市 長

国 民 健 康 保 険

法 に よ る保 険

給 付 の 支 給 又

は保 険 料 の 徴

収 に 関す る事

務 で あ っ て 規

則 で 定 め る も

の

医 療 保 険 各 法 又 は 高 齢 者 の 医療 の

確 保 に 関 す る法 律 に よ る 医 療 に 関

す る給 付 の 支 給 又 は保 険 料 の徴 収

に 関 す る情 報 (以 下 「医療 保 険 給

付 関係 情 報 」 とい う。 )、 国 民 年

金 法 、 私 立 学 校 教 職 員 共 済 法 、 厚

生 年 金 保 険 法 、 国 家 公 務 員 共 済 組

合 法 又 は 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法

に よ る年 金 で あ る給 付 の 支 給 又 は

保 険 料 の 徴 収 に 関 す る情 報 (以 下
「年 金 給 付 関係 情 報 」 とい

う。 )、 市 税 関係 情 報 、 生 活 保 護

関係 情 報 で あ っ て 規 則 で 定 め る も

の

5 市 長

老 人 福 祉 法 に

よ る福 祉 の 措

置 又 は 費 用 の

徴 収 に 関 す る

事 務 で あ つ て

規 則 で 定 め る

もの

市 税 関係 情 報 、 身 体 障 害 者 福 祉 法

に よ る身 体 障 害 者 手 帳 、精 神 保 健

及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関す る法 律

に よ る精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 若

し くは知 的 障 害 者 福 祉 法 に い う知

的 障 害 者 に 関 す る情 報 (以 下 「障

害 者 関係 情 報 」 とい う。 )で あ つ
て 規 則 で 定 め る もの

6 市 長

障 害 福 祉 サ ー

ビス の 提 供 に

関 す る事 務 で

あ つ て規 則 で

定 め る もの

年金給付 関係情報 であつて規則 で

定めるもの

7 市 長

精 神 保 健 及 び

精 神 障 害 者 福

祉 に 関 す る法

律 に よ る精 神

障 害 者 保 健 福

祉 手 帳 の 交 付

に 関 す る事 務

年 金 給 付 関係 情 報 で あ つ て 規 則 で

定 め る も の

⌒

ヘ
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⌒

⌒

で あ っ て 規 則

で 定 め る も の

8 市 長

生 活 保 護 法 に

よ る保 護 の 決

定 及 び 実 施 又

は 徴 収 金 の 徴

収 に 関 す る事

務 で あ っ て 規

則 で 定 め る も

の

市税 関係情報 、障害者 関係 情報 で

あつて規則 で定め るもの

9 市 長

生 活 保 護 法 に

よ る就 労 自立

給 付 金 の 支 給

に 関 す る事 務

で あ つ て 規 則

で 定 め る もの

市税 関係情報 であつて規則 で定め

るもの

10 市 長

知 的 障 害 者 福

祉 法 に よ る 障

害 福 祉 サ ー ビ

ス 、 障 害 者 支

援 施 設 等 へ の

入 所 等 の 措 置

又 は 費 用 の 徴

収 に 関す る事

務 で あ っ て 規

則 で 定 め る も

の

市税 関係情報、年金給付 関係情報

であつて規則 で定 めるもの

11 市 長

特 別 児 童 扶 養

手 当 等 の 支 給

に 関 す る法 律

に よ る障 害 児

福 祉 手 当若 し

くは 特 別 障 害

者 手 当又 は 昭

和 60年 法 律
第 34号 附 則
第 97条 第 1
項 の 福 祉 手 当

の 支 給 に 関 す

る事 務 で あ っ

て 規 則 で 定 め

る もの

特別児童扶養手 当等 の支給 に関す

る法律その他 の法令 に よる障害 を

有す る者 に対す る手 当の支給 に関

す る情報 で、年金給付 関係情報 あ

って規則 で定 めるもの
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12 市 長

障 害 者 の 日常

生 活 及 び 社 会

生 活 を総 合 的

に 支 援 す る た

め の 法 律 (平

成 17年 法 律
第 123号 )

に よ る 自立 支

援 給 付 の 支 給

又 は 地 域 生 活

支 援 事 業 の 実

施 に 関す る事

務 で あ っ て 規

則 で 定 め る も

の

市税 関係情報 であつて規則 で定め

るもの

13 市 長

母 子 及 び 父 子

並 び に寡 婦 福

祉 法 に よ る償

還 未 済 額 の免

除 又 は 資 金 の

貸 付 け に 関 す

る事 務 で あ っ

て 規 則 で 定 め

る もの

市税 関係情報 、児童扶養手 当法 に

よる児童扶養 手 当手 当の支給 に関

す る情報 であつて規則 で定めるも
の

14 市 長

公 営 住 宅 法 に

よ る公 営 住 宅

の 管 理 に 関 す

る事 務 で あ っ

て 規 則 で 定 め

る もの

市税 関係情報 であつて規則 で定 め

るもの

15 市 長

予 防 接 種 法 に

よ る給 付 の 支

給 又 は 実 費 の

徴 収 に 関 す る

事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る

もの

生 活 保 護 関係 情 報 で あ つ て 規 則 で

定 め る もの

16 市 長

母 子 保 健 法 に

よ る保 健 指

導 、 新 生 児 の

訪 問 指 導 、 健

康 診 査 、 妊 娠

の 届 出 、 母 子

健 康 手 帳 の 交

母子保健法第 15条 の妊娠 の届 出
に関す る情報 であつて規則 で定 め

るもの

⌒

⌒
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付 、 妊 産 婦 の

訪 問 指 導 、 低

体 重 児 の 届

出 、 未 熟 児 の

訪 問 指 導 、 養

育 医 療 の 給 付

若 し くは養 育

医療 に 要 す る

費 用 の 支 給 又

は 費 用 の 徴 収

に 関 す る事 務

で あ っ て 規 則

で 定 め る も の

⌒

⌒

医療 保 険 給 付 関係 情 報 、 市 税 関係

情 報 、 生 活 保 護 関係 情 報 で あ つ て

規 則 で 定 め る も の

17 市 長

健 康 増 進 法 に

よ る健 康 増 進

事 業 の 実 施 に

関 す る事 務 で

あ っ て 規 則 で

定 め る もの

別 表 第 3(第 5条 関係 )
情 報 照 会 機

関
務事
情 報 提

供 機 関

特 定 個 人 情

報

△
〓

１

員

教育委

保 育所 にお ける保

育の実施若 しくは

措置又 は費用 の徴

収 に関す る事務 で

あって規則 で定め

るもの

市 長

市 税 関係 情 報 、 生 活 保

護 関係 情 報 で あ つ て 規

則 で 定 め る もの
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⌒

資料 4

特定個人情報保護評価 (第 3者点検 )について

〇 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

【保護評価実施の規定】

第 27条第 1項 (抜粋)                      '
行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、当

該特定個人情報ファイルを保有する前に、特定個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を評価した結果を記載した書面を公示し、

広く国民の意見を求めるものとする。当該特定個人情報ファイルについて、

特定個人情報保護委員会規則で定める重要な変更を加えようとするときも、

同様とする。

○ 特定個人情報保護評価に関する規則 (特定個人情報保護委員会規則第 1号 )

【保護評価実施の規定】

第 5条第 1項 (抜粋)

行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、当

該特定個人情報ファイルを保有する前に、基礎項目評価書を特定個人情報保

護委員会に提出するものとする。

・特定個人情報ファイル…個人番号をその内容に含む個人情報ファイル

・保護評価の分類……∴…しきい値判断により対象外、基礎項目評価、重′点

項目評価、全項目評価に分類 (南相馬市は、対象

外又は基礎項目評価のみ)
・しきい値…………………特定個人情報ファイルの人数

取扱者の人数

重大事故の有無

【第 3者点検の規定】

第 7条第 4項 (抜粋)
当該評価書に記載された特定個人情報ファイルの取扱ぃについて、個人情

報の保護に関する学識経験のある者を含む者で構成される合議制の機関、当

該地方公共団体等の職員以外の者で個人情報の保護に関する学識経験のぁる

者その他指針に照らして適当と認められる者の意見を聴くものとする。

・特定個人情報保護評価指針において、全項目評価の場合は義務

・指針の解説において、重点項目評価の場合は任意

・指針の解説において、基礎項目評価の場合は第 3者点検の規定なし


